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附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 67¶564¶887¶483 727¶132¶308 ` 68¶292¶019¶791 14¶017¶961¶090 2¶959¶461¶598 14¶576¶433 ` 3¶084¶661 54¶259¶482¶268

構 築 物 11¶231¶597¶723 1¶186¶910¶974 9¶980¶001 12¶408¶528¶696 2¶802¶632¶910 553¶045¶049 73¶732 ` 23¶490 9¶605¶822¶054

工具器具備品 734¶571¶168 ` ` 734¶571¶168 663¶659¶476 41¶058¶757 ` ` ` 70¶911¶692

船 舶 14¶270¶000 ` ` 14¶270¶000 6¶594¶763 1¶266¶951 ` ` ` 7¶675¶237

車 両 運 搬 具 9¶834¶061 ` ` 9¶834¶061 9¶834¶056 1¶090¶194 ` ` ` 5

計 79¶555¶160¶435 1¶914¶043¶282 9¶980¶001 81¶459¶223¶716 17¶500¶682¶295 3¶555¶922¶549 14¶650¶165 ` 3¶108¶151 63¶943¶891¶256

有形固定資産（特
定償却資産以外）

建 物 25¶923¶004¶608 6¶498¶669¶050 ` 32¶421¶673¶658 6¶066¶943¶335 1¶359¶478¶291 1¶185¶475 ` 360¶862 26¶353¶544¶848

構 築 物 1¶115¶838¶477 52¶252¶217 700¶002 1¶167¶390¶692 325¶594¶960 66¶039¶905 ` ` ` 841¶795¶732

工具器具備品 18¶506¶681¶196 1¶902¶237¶799 85¶174¶473 20¶323¶744¶522 11¶403¶602¶475 3¶155¶852¶127 ` ` ` 8¶920¶142¶047

図 書 6¶030¶257¶795 121¶531¶436 84¶444¶414 6¶067¶344¶817 ` ` ` ` ` 6¶067¶344¶817

船 舶 1¶506¶600 ` ` 1¶506¶600 816¶074 753¶299 ` ` ` 690¶526

車 両 運 搬 具 32¶810¶305 3¶130¶000 ` 35¶940¶305 30¶588¶368 6¶695¶833 ` ` ` 5¶351¶937

医療用放射性同
位元素 15¶686¶186 ` ` 15¶686¶186 3¶868¶149 773¶630 ` ` ` 11¶818¶037

計 51¶625¶785¶167 8¶577¶820¶502 170¶318¶889 60¶033¶286¶780 17¶831¶413¶361 4¶589¶593¶085 1¶185¶475 ` 360¶862 42¶200¶687¶944

非 償 却 資 産 土 地 36¶347¶105¶621 ` ` 36¶347¶105¶621 ` ` 727¶320¶000 ` 227¶490¶000 35¶619¶785¶621

美術品・収蔵品 114¶320¶889 1¶050¶001 ` 115¶370¶890 ` ` ` ` ` 115¶370¶890

建 設 仮 勘 定 5¶470¶584¶568 3¶428¶333¶650 8¶500¶626¶433 398¶291¶785 ` ` ` ` ` 398¶291¶785

計 41¶932¶011¶078 3¶429¶383¶651 8¶500¶626¶433 36¶860¶768¶296 ` ` 727¶320¶000 ` 227¶490¶000 36¶133¶448¶296
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} 減損額（損失処理額`、損益外処理額 土地227¶490¶000円、建物3¶084¶661円、構築物23¶490

円）
~ 大学キャンパスのため、建物及び構築物は、複数資産が補完的な関係にあるので複数の固定
資産を一体として判定しています。

� 回収サービス価額は、使用価値相当額とし、不動産鑑定士による当期末時点修正率に基づく
評価額に基づき、算定しています。

] 病院の建物
{ 用途（病院の診療用）、種類（診療用建物）、場所（石川県金沢市）、帳簿価額（建物
9¶767¶153円）

| 経緯（病院再開発整備事業に伴い遊休又は当該建物の使用実績が取得時に比べ著しく低下す
る見込みとなっています）

} 減損額（損失処理額 `、損益外処理額 建物360¶862円）
~ 回収サービス価額は、使用価値相当額とし、不動産鑑定士による当期末時点修正率に基づく
評価額に基づき、算定しています。

２．減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）に関する事項
電話加入権
{ 用途（遊休）、種類（電話加入権）、場所（石川県金沢市他）、帳簿価額（1¶909¶800円）
| 概要（休止回線のため、固定資産の使用可能性が著しく低下しています）
} 根拠（兆候があった固定資産は、遠隔監視用接続回線としての将来の使用が想定されていま
す）

３．翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定を行った場合に関する事項
該当ありません。
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